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要約

本論文では、高等学校の理科研究活動において現場教員が指導上困難に感じている点について、先行研究を調査しなが

ら総合的に整理すると同時に、博士号教員および大学教員の参入、また筆者の提案する元大学教員の活用について論じた。

現在、スーパーサイエンスハイスクール事業をはじめ、高校生の理科研究活動を推進する動きが見られるが、そのよう

な活動の中で、研究指導に課題を感じている高校教員がいることが明らかになってきた。これに対して、博士号教員の

採用や大学教員の参入など、様々な取り組みが見られるが、教員免許を持たない博士号教員特有の課題や大学教員の研

究時間確保の観点から、いくつかの課題点があることが考えられる。これら現状を踏まえ、本論文では、元大学教員を

活用した新たな研究指導とその組織化を提案した。元大学教員は、現職の大学教員よりも研究指導について豊富な経験

を有しており、時間的な制約も少ない。高等学校の在学期間を考えると、3 年以内の短期間でも十分な指導が可能であ

るため、元大学教員でも指導は可能であると考える。また、本論においては、それら指導者を大学内関連組織や大学外

組織として組織化することを提案した。今後は、実際の高校現場においてその有用性や組織化における財源や人材の確

保などの課題について、実践的に調査することを展望とする。
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1.  はじめに

　近年、全国の高等学校において、スーパーサイエンス

ハイスクール（以下 SSH）事業をはじめ、生徒の理科研

究活動を推奨する働きかけがよく見られる。特に、文部

科学省が 2002 年に導入した SSH 事業においては、初年度

14 校で開始されたが、 現在では約 200 校に拡大され、大

きな広がりをみせている（中村， 2019）。そのような SSH
に選定された高等学校においては、生徒らの課題研究へ

の取り組みや実践、その成果が数多く報告されている（菅

原， 2018；宇田， 2018；森田他， 2015）と同時に、生徒

の研究成果が海外の査読制論文誌に掲載された事例もあ

る（Masui et al., 2018）。また、SSH に限らず生徒の研究

成果を発表する場として、読売新聞社主催の日本学生科

学賞（読売新聞社， 2019）や朝日新聞社・テレビ朝日主催

の高校生科学技術チャレンジ（朝日新聞社・テレビ朝日， 
2019）、東京理科大学主催の坊ちゃん科学賞（東京理科大

学， 2019）、神奈川大学主催の全国高校生理科・科学論文

大賞（神奈川大学， 2019）など数多くのコンクールが開催

されている。このことからも、現在、高等学校における

研究活動は、文部科学省や新聞社、大学を筆頭に、大き

く推奨されていることがわかる。

　しかしながら近年、生徒の理科研究活動において、い

くつかの課題点が明らかとなってきた。特に、高校生の

研究を指導する教員が、自身の指導力に関して課題を感

じている場合も報告されている。中村（2019: 49）は、そ

のような指導力に関する課題について現場教員らにイン

タビュー調査を実施したところ、自身の「研究経験がない」

ことや「結果の解釈に自信が持てない」などといった意

見が得られたことを報告している。さらに、本田（2013: 
95）は、研究指導に当たった経験のない教員を対象に、「指

導に自信がありますか。」というアンケート調査を行なっ

たところ、回答者 9 名全員が「ない」と回答したことな

どを報告している。また、理科研究活動に限らず、生徒

達の研究成果は、何らかの形で発表の機会を与えること

が重要であるが、そのような論文執筆においても、執筆

指導が困難である場合も指摘されている（大貫・竹林， 
2011）。
　独立行政法人国立青少年教育振興機構（2014）の報告

では、学校の授業以外に、理科の実験や観察を行い、結

果をレポートや論文としてまとめた経験があるかという

調査に対して、小学校 5 年時においては約 60 % 以上の生

徒があると答えたのに対し、高校 1 年から 3 年において

は、その割合が約 5 % 以下に低落することが示されてい

る。なおこの高等学校における低落の割合は、米国、中国、

韓国と比較しても、日本が最も顕著である（独立行政法

人国立青少年教育振興機構， 2014）。つまり、このような

現状において、高等学校における理科研究活動が推進さ

れていることを考慮すると、研究経験が少ない高校生に

対して、高校教員が的確で確実な指導を展開する必要が
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あると考えられる。

　そこで本論文では、昨今の現状を踏まえ、これら高等

学校における研究活動を指導する教員が、研究指導およ

び論文執筆指導上困難に感じている点について、先行研

究を調査しながら総合的に整理すると同時に、博士号教

員および大学教員の参入について考察した。また、それ

ら現状の指導体制に関する課題点を明らかにし、筆者の

提案する一考 ―元大学教員の活用とその組織化― につい

て論ずることとする。

2.  高等学校における研究活動の課題

2.1  高校教員の研究指導における課題点

　ここで、高等学校において生徒の理科研究活動を指導

する教員が、どのような課題点を感じているのか、中村

（2019）のインタビュー調査や本田（2013）のアンケート

調査などの先行研究により、整理することとした。

　中村（2019: 49）は、中学校・高等学校において課題研

究の指導に当たる教員 47 名に対してインタビュー調査を

実施したところ、現場教員の中には、自身の指導力に関

して「教えられない」「テーマが難しい」「研究経験がな

い」「結果の解釈に自信が持てない」「生徒の選ぶテーマ

と自分が扱えるテーマにギャップがある」などの意見が

得られたことを報告している。また、自身の指導法につ

いて、「指導する生徒が多く手が回らない」「専門家に聞

きたいが見つからない」「担任・担当教員など一部教員に

負担増となっている」などの意見が得られたことを報告

している。同様の報告として本田（2013）があり、本田

（2013）は 22 名の現場教員を対象に、研究指導において

どのような点を困難に感じているかアンケート調査を実

施した。その結果の中には、指導時に困難に感じている

点として「どこまでやらせてよいのか。すなわち、どこ

まで指導をしてよいのか、さじ加減がむずかしい。」「自

分自身の知識の薄さ。」「考察がなかなか深くならない。」

「自分の専門外のこと、勉強・体験したこともないことを

やらなくてはいけなくなり、おそらく生徒よりも理解で

きていない。」といった意見が得られたことを報告してい

る（本田， 2013: 94-95）。さらに、研究指導に当たった経

験のない教員を対象に「指導に自信がありますか。」とい

う問いについて調査を実施したところ、回答者 9 名全員

が「ない」と回答しており、そのような不安を感じる点

として、「研究テーマや実験方法のアイデアが思い浮かば

ない」「結局は経験したことがない（準備したことはあっ

ても）ので、自信をもって“こうできる”といえるもの

がないという意味で。」「指導にあたり、計画や準備をす

る余力がない」という意見が寄せられたことも報告して

いる。同様に、現場教員である小泉（2010）や竹林（2014）
も、指導する教員が研究指導に対して困難を感じている

ことを報告しており、特に、小泉（2010）は、課題研究

におけるガイドラインが存在しないことから、自身の理

科研究指導の経験を参考に、生徒と教員を対象にした課

題研究のガイドブックを作成したことなどを報告してい

る。しかしながら、この点については中村（2019: 47）も、「探

究活動の可能性が認められ、環境が整ってはいても、具

体的な教科における指導内容や指導の方法については明

示されておらず、教員側に指導方法の工夫と実践および

評価が委ねられている。」と述べている。このことからも、

教員が自身の指導力について課題を感じている一因とし

て、ガイドラインの不足も考えられ、研究指導における

ガイドラインのさらなる普及が必要であることがわかる。

竹林（2014）は、理科分野に限らず、高校生の卒業研究

の指導のなかで、現場教員らが課題と認識している事項

について、自身が勤務する学校教員らにおいて修士論文

執筆者と修士論文未執筆者で比較検討を実施した。竹林

（2014: 54）は、両者ともに「テーマ設定」について困難

に感じている共通点が見られたが、特に修士論文未執筆

者の教員においては、「研究手法」及び「分析方法」が最

も困難であるという結果が得られたことを報告している。

　また、生徒の研究結果は、何らかの形で発表の機会を

与えたいが、そのための発表論文などの執筆指導におい

ても課題があることが報告されている。大貫・竹林（2011: 
176-177）は、実際に生徒が論文を書いている学校へのイ

ンタビューや自身の勤務校における経験から、実際の高

等学校において、「大学で卒業論文が必須ではなく論文を

書いた経験がない教員や、長期間論文執筆に携わってい

ない教員など、日常的に論文を書くことから遠ざかって

いる教員も多い。」と指摘している。

　これらの報告より、現場の高校教員において、生徒た

ちの研究を指導する手法やその能力、さらに論文の執筆

指導という点について、大きな課題があることが判断で

きる。特に、竹林 （2014）の報告においては、大学院にお

いて研究経験のない教員は、生徒の研究指導において「研

究手法」や「分析方法」といった研究活動そのものに課

題点があることが示されている。このような現状を踏ま

えると、生徒の研究活動においては、学部卒の教員より

も、学術的な研究活動において豊富な経験を要する修士

号、特に博士号を持った教員が研究指導に適していると

考えられる。竹林（2014）や大貫・竹林（2011）の報告は、

理科分野に限った報告内容ではないが、先の中村（2019）、
本田（2013）や小泉（2010）の報告等の観点と合わせて

考察することで、理科分野における生徒の研究活動につ

いても、同様のことが考えられる。

2.2  高等学校における修士号・博士号を持つ教員の割合

　ここで、高等学校における修士号、博士号を取得して

いる教員の割合について考える。藤谷・峯村（2019）の

調査によると、SSH にて担当する教員のうち、理系分野

（医歯薬理工系）で学士号を取得している割合は全体の

45.4 % であり、大学院で修士号（理学、工学、農学）を

取得した割合は全体の 17.5 %、博士号（理学、工学、農

学）を取得している割合は、全体の 4.5 % であったことが

報告されている。この割合から判断すると、文部科学省

が認定する SSH においても、理系分野で学士号を取得し

ている教員の割合が半数以下であり、理系分野で修士号、

博士号を持つ教員の割合についても、高いとは言い難い。
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このような現状においては、高校生に対して、的確な研

究活動や論文執筆の指導を行うことが困難であることも

考えられる。

3.  博士号教員の採用とその課題

3.1  博士号教員の採用

　このような現状の中、近年、いくつかの都道府県にお

いて「博士号教員」の採用が実施された。博士号教員とは、

教員免許を持たない博士号取得者のうち、特別免許状な

どの交付により職務にあたる高校教員のことであり、多

くの場合、理系分野で採用がなされている。具体例として、

秋田県教育委員会においては、教員免許を持たない場合

でも、理系分野の博士号を持っていれば教員として採用

する制度を全国で初めて確立した（内田， 2015）。文部科

学省・秋田県教育委員会（2009）の報告では、そのよう

にして採用された博士号教員は「校内においては、授業

はもとより、課題研究や補習授業、科学部の活動等にお

いても指導力を発揮している。農業や工業における専門

的な力量は、特に、課題研究等に深みと広がりを与えて

いる」との成果が報告されている。また、実際の博士号

教員としての経験がある内田（2015）においても、教育

現場における博士号教員の有用性やその教育効果の高さ

について報告している。このようにして学校教育の現場

に、博士号教員等の専門性の高い教員が増加すれば、理

科研究活動の課題点においても改善の期待がなされる。

3.2  博士号教員における課題点

　しかしながら、博士号教員には別の課題点があると考

えられる。博士号教員の課題点として、先のような選考

方法を続けた場合、「教員免許の存在意義とは何なのか」

という疑問を生じさせる。先で述べたように理科研究活

動において博士号を持つ教員は、極めて良質な指導を実

施できることは期待されるが、生徒の進路指導や生活習

慣上の悩みについて、教員免許を持たない教員が適切な

指導を実施できるのか課題がある。文部科学省・秋田教

育委員会（2009）の報告によると、そのような「マニアッ

クな専門家が生徒指導などができるのか？」という問い

に対して、「県教委による選考（教諭としての資質能力）

を経て採用されており、問題はない。生徒、教員集団に

溶け込み、今すぐクラス担任を任せてもよい状況である。」

との回答があるが、教育学分野における博士号教員だけ

でなく、理系分野における博士号教員が、大多数において、

生徒指導に精通しているとは考えにくい。このような課

題点については、博士号教員の採用が始まってから、多

くの意見が寄せられた課題の 1 つである。

　また、さらなる博士号教員の課題点として、同世代の

学部卒の教員と比較した場合、教育現場における実践的

なキャリアや経験が不足していることは否めない。この

ように、現在の制度においては、博士人材を教育現場に

参入させることには、いくつかの解決すべき課題が上げ

られる。

4.  大学教員の参入とその課題

4.1  大学教員の必要性とその参入について

　博士号教員を教育現場に導入させることについては、

先で述べたようにいくつかの課題点があると考えられる。

しかしながら、中村（2019）や本田（2013）、竹林（2014）
からも明らかなように、現代の理科研究活動においては、

博士号教員のような専門性の高い指導を展開できる存在

が必要である。

　そこで、博士人材を教育現場に参入させる方法として、

博士人材を直接的に教員として参入させるのではなく、

大学等の教員が、高校教員と連携することによって、理

科研究活動を支援することについて考える。このような

場合、生徒の進路指導や生活習慣上の悩みなどにも対応

が求められる博士号“教員”とは異なり、生徒の理科研

究活動についてのみ専門的な指導を展開することができ

る。実際に、国立研究開発法人科学技術振興機構（以下

JST）が平成 14 年度に導入した次世代人材育成事業「サ

イエンス・パートナーシップ・プログラム」や平成 27 年

に導入した次世代人材育成事業「中高生の科学研究実践

活動推進プログラム」においては、中学校や高等学校の

教員に対して、大学教員による研究指導法の講演を開催

する事業や、大学や研究機関等の協力を得て、生徒の理

科研究活動を継続的かつ自立的に支援する事業を展開し

ている。そのようなプログラムの実践報告として、正田

（2005）や山本（2017）などの報告もある。実際に、この

ように高等学校が大学等と連携することによって、高等

学校にはない施設や設備を利用することも可能となり、

理科研究活動のさらなる発展が期待される。本田（2013: 
95）においては、課題研究を進めていく上での問題点に

ついて、「施設・設備は大きなネックになる。大学等と連

携をとるほうが、レベルの高い研究ができる。」「高校の

レベルを少し超えた内容をやりたいとすると、測定装置

の充実が必要。特に化学は機器分析のある・なしは大きい。

そのためにも大学との連携は欠かせない。」との現場教員

からの意見があることも報告している。

4.2  大学教員の参入における課題点

　しかしながら、大学等の研究機関、特に大学教員がこ

のような活動に積極的に参入することには、現時点では、

課題があると考えられる。平成 30 年に閣議決定された

「統合イノベーション戦略」によって、大学教員の研究時

間の確保が目標として設定され、大学教員が研究活動に

当てられる時間の確保が求められている（文部科学省， 
2019）。そのような現在の研究時間の割合について、文部

科学省（2019）は、全体として「研究活動以外の全ての

職務活動時間割合が微増することにより、研究活動時間

割合が減少している。」ことを報告している。学問別では、

保健分野の研究活動時間の減少が著しく、理学、工学、

農学の分野においては、平成 20 年以降大きな減少は見ら

れなかったが、平成 14 年度と比較するといずれも研究時

間が減少していることが示されている。さらに、大学教

員の労働時間について、大阪大学（2011）は、同学の常
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勤教員を対象に労働時間に関するアンケート調査を実施

したところ、週 50 ～ 60 時間という回答が、28 % と最も

多い割合を示した。しかし、理工系分野においては、週 
60 時間以上の勤務時間を報告した割合も 40 % に上ったこ

とから、全体として非常に長時間の労働が強いられてい

ることを報告している。

　これら報告から、統合イノベーション戦略などによっ

て今後、大学教員にはさらなる研究時間の確保が求めら

れると同時に、学生指導、学内事務など極めて多忙な状

況にあることから、大学教員が継続的に高校教員と連携

して、生徒の理科研究活動を推進していくことは、大学

教員の負担になりうることが危惧される。先の、次世代

人材育成事業「中高生の科学研究実践活動推進プログラ

ム」においても、大学等の研究者と連携する場合、大学

教員は、中学生や高校生の研究活動に対して助言・指導

を行う立場にあるとされている。生徒に対する研究指導

の手法は、各大学教員によって異なることも予想される

が、先の文部科学省（2019）や大阪大学（2011）からわ

かるように、大学教員に対して、生徒の理科研究に対す

る綿密な指導を展開させることは、大学教員らの労働体

制に影響が及ぼされることが危惧される。

5.  新たなアプローチ：元大学教員の活用とその組織化

5.1  元大学教員という博士人材の提案

　先までで述べてきたように、生徒の理科研究活動を支

援する体制には、博士号教員や大学教員の参入において

も、いくつかの課題点がみられる。しかしながら、現時

点においては、博士号教員のように博士人材を直接的に

教育現場に参入させることよりも、大学教員等が高校教

員と連携し、研究を指導する体制の方が現実的であると

考えられる。では、自身の研究の経験が豊富にあり、か

つ生徒に対して有用な研究指導が期待できる人材はどの

ような人材であろうか。このような現状において、本論

では「元大学教員」という博士人材の活用について提案

する。

　筆者の意図する「元大学教員」とは、大学を定年退職

（あるいは早期退職）した大学教員のことをさす。大学を

定年退職した教員は、その後の数年間、同大学の非常勤

講師や特任教授として教壇に立つこともあるが、このよ

うな人材を生徒の理科研究活動に参入させることを考え

た。それら利点について、まず、このような元大学教員は、

現職の大学教員よりも、研究活動や研究指導の経験が豊

富であることが考えられる。そのため、この点において

元大学教員は現職の大学教員よりも優れた博士人材とい

える。また、元大学教員は、大学を退職しているために、

研究時間等の時間的制約も少ないことが考えられる。実

際に、樽木他（2017）は、現場教員による聞き取り調査

において、小学校での英語クラブの活動に元大学教員が

ボランティアとして、指導にあたっていることを報告し

ている。その他にも、先に挙げた生徒の研究成果を発表

するコンクールにおいても、元大学教員が審査員となっ

ている場合もある。このような元大学教員が高等学校の

課題研究の指導においても、積極的に参入していくこと

で、生徒の理科研究の指導における課題が改善されるこ

とが考えられる。

　しかしながら、元大学教員という博士人材の活用には、

同時に課題点も考えられる。元大学教員の多くは、大学

を定年退職している人材であるため、長期的な勤務が難

しいことである。そのため、筆者の主張する制度としては、

任期を 1 ～ 3 年程度と比較的短期間にすることが必要で

あると考えられる。しかし、高等学校における在学期間は、

通常 3 年であるため、これら生徒の理科研究活動の指導

には、短期間の任期でも十分な指導を展開することがで

きると筆者は考える。

5.2  元大学教員を指導者とした組織化についての考察

　これらの活動は、各々の元大学教員に対して、個別的

に高等学校が指導を委託するよりも、各高等学校が総合

的に体系だった組織に依頼することが望ましいと考えら

れる。そのような総合的な組織が構築されれば、各高等

学校の必要とする研究指導内容について、元大学教員の

専門分野や指導経験などから、適切な指導者を選出する

ことができる。同時に、そのような組織において、依頼

された研究指導の内容から、各高等学校の研究活動にお

いても総合的に把握されることも期待できる。菅原（2018）
や宇田（2018）、中安（2017）にも見られるように、現代

では、各高等学校の高校教員がその特色ある研究内容を

論文記事として紹介することで、各高等学校のアピール

や社会的な還元を図っている。このような高等学校にお

ける研究内容を総合的に整理することができれば、それ

ら研究活動について、高等学校間における相互的な理解

や社会への還元に加え、高等学校間における生徒同士で

の共同研究の提案や推進がより可能となる。

　現在、先の JST による「中高生の科学研究実践活動推

進プログラム」などにおいても、各学校の研究テーマの

体系だった報告がなされているが、ここで高等学校内を

超えた他校との生徒間における共同研究の事例について

考える。朝日新聞社が主催する高校生科学技術チャレン

ジにおいて、2013 年から 2018 年までの受賞者のうち、

他校との共同研究を実施していたのはわずか１組のみで

あった。また、読売新聞社が主催する日本学生科学賞に

おいて、第 61 回及び第 62 回の受賞者（入賞作品）の全

22 件の受賞研究のうち、高等学校間における共同研究は、

筆者の確認した限り、確認できなかった。さらに、神奈

川大学主催の全国高校生理科・科学論文大賞においても、

第 12 回と第 14 回実施の総応募数 154 作品のうち、筆者

が確認した範囲では他校と実施された共同研究は１件も

見られなかった（学校法人神奈川大学広報委員会・全国

高校生理科・科学論文大賞専門委員会， 2014; 2016）。同時

に、第 15 回から第 17 回における受賞者のうちにも、筆

者の確認した範囲では、共同研究の形は見られなかった。

このように、生徒の理科研究活動において、学校間にお

ける共同研究の事例は極めて少ないことが考えられ、こ

れら共同研究を提案・推進できることによって、生徒の
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理科研究活動がさらに発展することが期待できる。それ

ら筆者が提案する組織のシステム体系を図 1 に示した。

　また、本研究で提案したシステム体系とは異なるが、

元大学教員の理科研究活動への参入の一例として、一般

社団法人 生徒の理科研究所があげられ、同社においては

主に教員に対して指導力向上の指導を促す事業を実施し

ている（一般社団法人 生徒の理科研究所， 2019）。しかし

ながら、本論で主張する指導体制は元大学教員が高校教

員と連携し、生徒自身の研究活動を直接指導する体制で

あり、方針としては現在に見られる博士号教員や市民講

師などの指導形式に類似したものである。また、先で述

べた共同研究の推進や教育現場における機器の不足等の

課題を解消するため、本論においては、組織化の具体案

として、大学内関連組織化および大学外組織化を提案す

る。ここで筆者の意図する大学外組織とは、大学外部の

独立した組織であり、各大学等との連携や協定などによっ

て活動する組織を意味する。大学内関連組織とすること

の利点として、本田（2013: 95）で記されていた機器不

足などの課題について、機器の共有をはじめとした高大

連携のさらなる推進や深化が期待される。現在、高校生

の課題研究においても、各大学が高大連携を推進する学

内組織を有している場合も多いが、元大学教員を研究活

動の指導者とする場合においても、このような組織体制

が必要であると考えられる。また、本論で述べた高大連

携は既存の SSH に限らず、そのほかの多くの高等学校も

対象としたものであるが、大学内関連組織とすることで、

高大連携を超えた各大学との高大接続への発展も期待で

きる。一方で、大学外組織とした場合、個々の大学内で

実施される大学内関連組織よりも、その規模や指導者で

ある元大学教員の人材確保などにおいて利点があると考

えられる。充実した研究指導や高校間での共同研究の推

進のためには、多くの指導人材と大規模な組織を構築す

ることは重要である。しかしながら、大学内関連組織と

比較して、その財源や人材の選抜方法にはさらなる議論

が必要である。そのため、今後は、これら元大学教員の

参入とその組織化について、本論に基づく実践的な議論

と制度試作が求められる。

6.  結言

　本論文では、高等学校における研究活動において、現

場教員が抱える課題について総合的に整理すると同時に、

博士号教員及び大学教員の参入に対する課題、また筆者

の提案する元大学教員の参入とその組織化について論じ

た。

　特に、現代の理科研究指導は、研究を指導すべき教員

にいくつかの課題点があることが指摘されている。その

ような課題について、専門性の高い博士号教員は、現場

教員よりも有用な指導を展開できると考えられるが、現

在の制度では、博士号教員を高等学校に参入させること

には、いくつかの課題点も上げられると考える。また、

同様に大学教員等と高校教員等が連携することによっ

て、理科研究活動を指導する取り組みもあるが、これに

おいても大学教員の労働体制に課題が生じてしまう。特

に、平成 30 年に閣議決定された「統合イノベーション戦

略」における大学教員の研究時間確保も、今後の大学教

員の参入に際する課題点となることが危惧される。その

ような中で、筆者は新たな博士人材の参入の一考として、

元大学教員の活用とその組織化を提案した。このような

元大学教員は、研究活動や研究指導の経験が豊富である

ことから、現職の大学教員と同等あるいはそれ以上の指

導が期待され、かつそれら人材を組織化することで、生

徒の理科研究活動における研究内容に応じた適切な指導

者の選出と同時に、共同研究の助長によるさらなる発展

が期待できる。また、そのような組織化の具体案として、

本論文では大学内関連組織と大学外組織を候補として提

案した。大学内関連組織とすることで、機器の共有をは

じめとした高大連携のさらなる推進や深化に加え、それ

ら高大連携を超えた各大学との高大接続も期待できる。

一方で、大学外組織の場合には、多くの指導人材と大規

模な組織を構築することができれば、充実した研究指導

や高校間での共同研究の推進において、大学内関連組織

よりも有用な組織であると考えられる。そのような組織

図 1：筆者が提案する元大学教員の組織化とその役割について

研究内容と指導の依頼

指導者（元大学教員）による指導

研究内容と指導の依頼

指導者（元大学教員）による指導

高校間における共同研究の提案

共同研究の実施

・各高等学校における研究指導者の選出

・各高等学校における研究内容の総括的

　な把握と還元

・研究内容に基づく高等学校間における

　共同研究の提案

元大学教員を
指導者とする組織

高等学校A

高等学校B

高等学校C

高等学校D
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において、元大学教員を雇用するシステムとしては、勤

務期間を短くすることが必要であるが、高等学校におけ

る在学期間は 3 年であるため、1 ～ 3 年の短期的な指導で

も、十分な指導が展開できると考えられる。今後の課題

として、その有用性や組織化における財源や人材の確保

などの課題について、実践的に調査していく必要がある

と考えられる。
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Abstract
This paper investigates difficulties faced by high school teachers 
when teaching science research activities to high school students 
and discusses the utilization of former university teachers in 
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these research activities. Recently, promoting science research 
activities for high school students, including the Super Science 
High Schools, has been a trend. However, it is evident that high 
school teachers who lead such research activities experience 
problems. Hence, various efforts have been made to encour-
age the participation of teachers with doctoral degrees as well 
as university professors. However, the participation of teachers 
with doctoral degrees is hampered because they lack a teaching 
license, while university professors have limitations because 
they need to secure time for their research. This paper proposes 
a novel approach, i.e., employing former highly experienced 
university teachers in conducting research in teaching science. 
Further, sufficient instruction is possible even in the short period 
(< 3 years) that students attend high school. Developing an or-
ganization that acquires the services of such teachers is expected 
to foster activities such as selecting appropriate leaders for stu-
dents and collaborating research among high schools. This paper 
puts forth a proposal to introduce an organization that arranges 
for such leaders within and outside the university. It is recom-
mended for future research to investigate the usefulness of the 
endeavor and issues in actual high school settings.
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